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表 1 東日本大震災における岩手県内の人的被害状況 
 
（注）平成 25 年 2 月 28 日現在の数値。対人口比以外の単位は人。 
（資料）岩手県ウェブサイト「東日本大震災被害の概要」P.7 表 2-3 より作成。 
 
表 2 東日本大震災における被災 4 県の資本ストック被害状況（単位：10 億円） 
 
（注）日本政策投資銀行が震災直後の平成 23 年 4 月 28 日時点までで推計した値による。 
（資料）岩手県ウェブサイト「東日本大震災被害の概要」P.24 表 2-2 より作成。 
 
表 2 は東日本大震災で津波被害を受けた 4 県（岩手・宮城・福島・茨城）の震災前の推
計資本ストックと震災・津波による被害額の大きさを示している。岩手県沿岸部の被害額
は 3 兆 5220 億円である。岩手県の被害率（推定資本ストック被害額／推定資本ストック）
は 47.3%であり、同様に津波被害を受けた宮城県沿岸部（21.1%）・福島県沿岸部（11.7%）
よりも高いことが示されている。被害を受けた資本ストックの種類別で見ると生活・社会
インフラが 5-6 割を占めて最も多い。この 4 県の推定資本ストック被害額は 16 兆 3730 億
死者 行方不明者 負傷者 合計 対人口比
岩手県計 1,330,147 4,672 1,151 206 6,029 0.5%
陸前高田市 23,300 1,556 217 不明 1,773 7.6%
大船渡市 40,737 340 80 不明 420 1.0%
釜石市 39,574 888 152 不明 1,040 2.6%
大槌町 15,276 803 437 不明 1,240 8.2%
山田町 18,617 604 149 不明 753 4.0%
宮古市 59,430 420 94 33 547 0.9%
岩泉町 10,804 7 0 0 7 0.1%
田野畑村 3,843 14 15 8 37 1.0%
譜代村 3,088 0 1 1 2 0.1%
野田村 4,632 38 0 19 57 1.2%
久慈市 36,872 2 2 10 14 0.0%
洋野町 17,913 0 0 0 0 0.0%
沿岸小計 274,086 4,672 1,147 71 5,890 2.1%












内陸 26,369 457 22 64 211 754 2.9%
沿岸 7,449 1,943 607 191 781 3,522 47.3%
合計 33,818 2,400 629 255 992 4,276 12.6%
内陸 31,443 856 40 148 551 1,595 5.1%
沿岸 23,182 2,031 1,446 290 1,130 4,897 21.1%
合計 54,625 2,887 1,486 438 1,681 6,492 11.9%
内陸 34,314 630 7 263 370 1,270 3.7%
沿岸 16,941 1,244 145 151 319 1,859 11.7%
合計 50,254 1,874 152 414 689 3,129 6.2%
内陸 47,827 460 40 175 318 993 2.1%
沿岸 21,727 766 87 355 275 1,483 6.8%
合計 69,553 1,226 126 530 593 2,476 3.6%
内陸 139,952 2,403 109 650 1,451 4,612 3.3%
沿岸 68,299 5,985 2,285 987 2,504 11,761 17.2%











































漁業関連 農業関連 公共関連 商工関連 合計
陸前高田 28,988 17,050 24,752 15,633 86,424
大船渡 50,634 2,340 8,127 30,144 91,245
釜石 23,135 5,912 1,657 52,906 83,610
大槌 53,309 610 13,027 8,868 75,814
山田 23,389 1,780 1,992 - 27,161
宮古 36,500 - 7,700 28,100 72,300
岩泉 2,710 340 760 - 3,810
田野畑 17,028 9,670 1,061 2,512 30,271
普代 2,649 - 811 - 3,460
野田 3,138 - 6,060
























 岩手県は平成 23 年 8 月に「岩手県東日本大震災津波復興計画」ならびに「復興実施計画」
を策定したが、そのなかでの三原則として「安全の確保」、「暮らしの再建」、「なりわいの
再生」に定め、実施計画に基づく 10 分野にわたる施策（22 取組、441 事業に細分化される）
に取り組んでいる。また、復興の進捗状況として、上記の三原則に基づく各事業の進捗状
況と推移を客観指標で測るため、既存の代表的な指標を抽出した「いわて復興インデック
ス」を平成 24 年 2 月以降、年 4 回、概ね 3 カ月に 1 度の頻度で発表している。「いわて復
興インデックス」でどのような指標が採用されてきたのかを表 4 に示した。現在（平成 27
年 9月）までに 15回公表されてきたが、第 1回から全く同じ指標を使ってきたわけでなく、
ほぼ 1年に一回採用している指標の見直しが行われている。表 4の中の太字で示したのは、
各回で追加・変更された指標を示しているが、平成 25 年 5 月（第 6 回）では、人口社会増














表 5 岩手県の地域別社会動態の変動（転出数から転入数を引いた純変動、単位:人） 
 
（注）各年の値は前年 10 月から当年 9 月までの値。「内陸部」は盛岡市・花巻市など 21
















がれき がれき撤去率 がれき撤去率 がれき撤去率
























倒産 企業倒産件数 企業倒産件数 企業倒産件数





























平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
内陸部 -3366 -3488 -3754 -3776 -2411 1678 -709 -864 -1820
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